


   

 

◇全体会Ⅰ 

内閣府からの説明 

  内閣府大臣官房審議官 麻田 千穂子 氏（まだ） 

 

 

◇分科会 

第１分科会 

内閣府定住外国人施策推進室 参事官 田辺 靖夫 氏（まだ） 

総務省自治行政局国際室長 植村 哲 氏  

外務省領事局長 上村 司 氏 

 

 

第２分科会 

文部科学省大臣官房審議官 藤原 誠 氏 

厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課課長補佐 矢野 誇須樹 氏 

 

 

第３分科会 

法務省入国管理局入国在留課在留管理業務室長 内田 省二 氏 

厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課課長 堀井 奈津子 氏 

文化庁文化部国語課長 岩佐 敬昭 氏 

総務省自治行政局外国人住民基本台帳室 係長 平野 聡司 氏 
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平成２５年９月27日

内閣府政策統括官

（共生社会政策担当）

法 務 省

外 務 省

厚 生 労 働 省

帰国支援を受けた日系人への対応について

平成２１年度に実施しました日系人離職者に対する帰国支援事業により帰国支援金の支

給を受け帰国された方については、当分の間（※１）、同様の身分に基づく在留資格による

再入国を認めないこととしておりましたが、昨今の経済・雇用情勢等を踏まえ、１０月１

５日（火）（予定）より、一定の条件（※２）の下に、再入国を認めることといたしました。

※１ 当分の間の期間については、事業が開始された平成21年４月から原則として３年を目途としつつ、今後の経済・

雇用情勢の動向等を考慮し、見直しを行うこととされていました。

※２ 再入国をしようとする日系人の方の安定的な生活を確保するため、日本で就労を予定している方については、

在外公館におけるビザ申請の際、１年以上の雇用期間のある雇用契約書の写しの提出を条件としました。

【参 考】

〇 日系人離職者に対する帰国支援事業の内容 

＜実施期間＞

  平成２１年度

＜支給額＞

・本人１人当たり３０万円、扶養家族については１人当たり２０万円 

＜実施結果＞

・当該事業による出国者数 21,675人（うちブラジル国籍者 20,053人（全体の92.5％）

・都道府県別では、愛知県5,805人、静岡県4,641人

本件担当一覧
内閣府定住外国人施策推進室 小林、中西（定住外国人施策に関すること） 

03-5253-2111（内線44271、44261）
法務省入国管理局入国在留課 長尾、小久保（入国管理に関すること） 

03-3580-4111（内線2758、2766）
外務省領事局外国人課 永澤、成毛（査証発給に関すること） 

03-5501-8000（内線3154、2397）
厚生労働省職業安定局派遣・有期労働対策部外国人雇用対策課 遠坂、小俣（雇用に関すること）

03-5253-1111（内線5765、5766）

内
閣
府
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平
成
25
年
10
月
29
日

外
国
人
集
住
都
市
会
議
な
が
は
ま
20
13

総
務
省
資
料

災
害
時
の
よ
り
円
滑
な
外
国
人
住
民
対
応
に
向
け
て

－
平
成
24
年

総
務
省

多
文
化
共
生
の
推
進
に
関
す
る
研
究
会

報
告
書
概
要
－

総
務
省
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⓪
全
関
係
主
体

①
市
区
町
村
及
び

そ
の
国
際
交
流
協
会
等

②
都
道
府
県
及
び

そ
の
地
域
国
際
化
協
会
等

③
国

④
ク
レ
ア

⑤
そ
の
他

（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
大
学
、
企
業
、

社
会
福
祉
関
係
機
関
な
ど
)

１ 外
国
人
住
民
の

正
確
な

実
態
把
握

-

■
平
常
時
か
ら
の
外
国
人
住
民
の
太
ま
か

な
把
握
(市

、
市
協
)【

平
】

■
外
国
人
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
や
関
係
団
体
と

の
関
係
構
築
(市

)【
平
】

-
-

-
-

２ 中
核
的
な

人
材
育
成

と
活
用

-

■
各
自
治
体
に
お
け
る
人
材
の
確
保
と
相

互
派
遣
等
（
県
、
市
、
県
協
等
）
【
平
、

緊
】

■
「
支
援
者
」
と
し
て
の
外
国
人
住
民
の

活
用
（
市
、
市
協
）
【
緊
】

■
各
自
治
体
に
お
け
る
人
材
の
確
保
と
相
互
派
遣
等

(県
、
市
、
県
協
等
)【

平
、
緊
】

■
活
動
の
中
心
と
な
り
得
る
外
国
人
住
民
(市

、
市

協
、
県
協
、
大
学
等
）
【
平
、
.緊
】

-
■
全
国
的
な
専
門
的
人
材

の
更
な
る
拡
充
と
活
用

【
平
】

■
活
動
の
中
心
と
な
り
得
る

外
国
人
住
民
(大

学
等
)【

平
、

緊
】

３ 関
係
者
の

役
割
分
担
と

連
携
に
関
し
て

-

■
中
間
支
援
組
織
を
は
じ
め
と
し
た
地
域

内
の
関
係
団
体
と
の
連
携
強
化
(市

、
市

協
、
N
P
O
、
祉
会
福
祉
関
係
機
関
等
)

【
緊
、
平
】

■
国
際
担
当
部
局
と
防
災
担
当
部
局
の
密

接
な
連
携
（
市
、
県
）
【
平
】

■
国
際
担
当
部
局
と
防
災
担
当
部
局
の
密
接
な
連
携

(市
、
県
)【

平
】

■
県
内
市
町
村
の
取
組
把
握
と
そ
の
支
援
・
促
進
(県

)
【
平
】

■
県
レ
ベ
ル
の
関
係
団
体
と
の
連
携
強
化
に
よ
る
市
区

町
村
支
援
（
県
、
県
協
等
）
【
緊
、
平
】

■
外
国
人
住
民
対
応
を
想
定
し
た
都
道
府
県
域
を
超
え

る
連
携
の
必
要
性
(県

)【
平
】

■
広
域
連
携
の
方
法
(ブ

ロ
ッ
ク
単
位
・
ブ
ロ
ッ
ク

間
)(
県
、
県
協
、
N
P
O
等
)【

緊
、
平
】

■
在
日
大
使
館
等
の

連
携

(国
)【

平
】

■
全
国
的
な
規
模
の
支
援

体
制
の
整
備
（
ク
レ
ア
）

【
緊
、
平
】

■
中
間
支
援
組
織
を
は
じ
め

と
し
た
地
域
内
の
関
係
団
体

と
の
連
携
強
化
（
市
、
市

協
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
社
会
福
祉
関

係
機
関
等
）
【
緊
、
平
】

４ 多
言
語
情
報

提
供
の
充
実
と

わ
か
り
や
す
い

日
本
語
の
活
用

■
わ
か
り
や
す
い
日
本
語
の
活

用
（
全
関
係
主
体
)【

平
、

緊
】

■
わ
か
り
や
す
い
英
語
の
活
用

(全
関
係
主
体
)【

緊
】

■
専
門
家
を
中
心
と
し
た
多
言
語
化
対
応

の
仕
組
み
の
構
築
(県

、
市
、
県
協
、
市
協

等
)【

緊
、
平
】

■
外
国
人
住
民
に
伝
わ
る
情
報
伝
達
手
段

(県
、
市
、
県
協
、
市
協
等
)【

緊
】

■
専
門
家
を
中
心
と
し
た
多
言
語
化
対
応
の
仕
組
み
の

構
築
(県

、
市
、
県
協
、
市
協
等
)【

緊
、
平
】

■
外
国
人
住
民
に
伝
わ
る
情
報
伝
達
手
段
(県

、
市
、

県
協
、
市
協
等
)【

緊
】

■
国
に
よ
る
災
害
関

連
制
度
・
施
策
の
多

言
語
化
等
(国

)
【
緊
、
平
】

■
多
言
語
情
報
担
供
支
援

ツ
ー
ル
等
の
充
実
(ク

レ
ア
)【

緊
】

-

５ 日
常
的
な

活
動
の
重
要
性

■
関
係
者
と
顔
の
見
え
る
関
係

の
構
築
と
役
割
分
担
の
明
確
化

(全
関
係
主
体
)【

平
】

■
外
国
人
住
民
へ
の
き
め
細
や
か
な
防
災

学
習
の
支
援
(市

、
市
協
、
県
協
)【

平
】

■
実
践
的
な
防
災
訓
練
の
実
施
と
外
国
人

住
民
の
参
加
促
進
(県

、
市
)【

平
】

■
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
・
充
実
(ク

レ
ア
、

県
、
市
、
県
協
、
市
協
)【

平
】

■
外
国
人
住
民
へ
の
き
め
細
や
か
な
防
災
学
習
の
支
援

(市
、
市
協
、
県
協
)【

平
】

■
実
践
的
な
防
災
訓
練
の
実
施
と
外
国
人
住
民
の
参
加

促
進
(県

、
市
)【

平
】

■
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
・
充
実
(ク

レ
ア
、
県
、
市
、

県
協
、
市
協
)【

平
】

-

■
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
作
成
・

充
実
(ク

レ
ア
、
県
、

市
、
県
協
会
、
市
協
会
)

【
平
】

-

2
0
1
2
年
報
告
書
提
言
と
各
関
係
主
体
の
役
割

参
考

総
務
省
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□
調
査
主
体
：
総
務
省
自
治
行
政
局
国
際
室

□
調
査
目
的
：

昨
年
３
月
の
東
日
本
大
震
災
な
ど
を
契
機
と
し
て
、
災
害
時
の
外
国
人
住
民
へ
の
多
言
語
情
報
提
供
の
必
要
性
や
そ
の
実
現
に
向

け
た
課
題
等
が
顕
在
化
し
て
い
る
中
、
地
方
公
共
団
体
等
に
お
け
る
災
害
時
も
し
く
は
災
害
時
に
備
え
た
、
多
言
語
情
報
提
供
の
状
況

や
課
題
及
び
課
題
解
決
に
向
け
た
取
組
な
ど
を
把
握
し
、
今
後
の
よ
り
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
多
言
語
情
報
提
供
の
実
現
、
多
文
化

共
生
の
推
進
を
議
論
・
検
討
の
一
助
と
す
る
た
め
。

□
調
査
期
間
：
平
成
２
４
年
７
月
１
８
日
～
８
月
１
０
日

□
調
査
方
法
：
電
子
メ
ー
ル
に
よ
る
調
査

□
調
査
対
象
：
下
表
の
通
り

対
象

回
答
団
体
数

被
災
経
験
あ
り
・
な
し
別

あ
り

な
し

都
道
府
県

全
団
体
（
４
７
団
体
）

４
７
団
体

（
１
３
団
体
）

（
３
４
団
体
）

市
町
村

政
令
指
定
都
市
（
２
０
団
体
）、

以
下
①
～
④
に
そ
れ
ぞ
れ
該
当
す
る
市
町
村
（各
都

道
府
県
に
お
い
て
抽
出
し
、
調
査
を
依
頼
）

３
１
４
団
体

（
４
７
団
体
）

（
２
６
７
団
体
）

①
人
口
10
万
人
以
上
、
外
国
人
登
録
者
割
合
2％
以

上
の
市
町
村
の
中
か
ら
半
数
程
度

（
５
５
団
体
）

－
－

②
人
口
10
万
人
未
満
、
外
国
人
登
録
者
割
合
2％
以

上
の
市
町
村
の
中
か
ら
半
数
程
度

（
５
５
団
体
）

－
－

③
人
口
10
万
人
以
上
、
外
国
人
登
録
者
割
合
2％
未

満
の
市
町
村
の
中
か
ら
最
低
１
市
町
村

（
８
９
団
体
）

－
－

④
人
口
10
万
人
未
満
、
外
国
人
登
録
者
割
合
2％
未

満
の
市
町
村
の
中
か
ら
、
最
低
１
市
町
村

（
１
１
５
団
体
）

－
－

合
計

３
６
１
団
体

－
－

多
文
化
共
生
に
関
す
る
地
方
自
治
体
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果

～
多
言
語
情
報
提
供
～

（
平
成
24
年

多
文
化
共
生
の
推
進
に
関
す
る
研
究
会
よ
り
抜
粋
）

総
務
省
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多
言
語
化
の
方
法

○
(a

)自
治
体
（
内
部
）
の
割
合
が
極
め
て
大
き
く
、
次
い
で
、

(b
)協
会
の
割
合
が
大
き
い
。

(c
) ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
／

N
PO
、

(e
)専
門
業
者
が
同
程
度
の
割
合
で
あ
る
が
、

(d
)教
育
機
関
の
割
合
だ
け
が
極
め
て
小
さ
い
。

○
政
令
市
は
、
都
道
府
県
と
比
べ
て
、

(c
) ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
／

N
PO
、

(e
)専
門
業
者
に
よ
る
翻
訳
の
割
合
も
大
き
い
。

○
市
町
村
は
、
都
道
府
県
や
政
令
市
と
比
べ
て
、

(b
)協
会
に
よ
る
翻
訳
の
割
合
が
少
な
い
。
（
→
協
会
と
の
連
携
が
弱
い
可
能
性
？
）

【
そ
の
１
】

61
.7

 

57
.4

 

27
.7

 

0.
0 

27
.7

 

12
.8

 

80
.0

 

70
.0

 

60
.0

 

5.
0 

50
.0

 

10
.0

 

45
.9

 

28
.9

 

25
.2

 

3.
4 

20
.7

 

20
.4

 

0
10

20
30

40
50

60
70

80
90

10
0

(a
)
自
治
体
内
部
、
自
治
体
自
身
で
の
翻
訳

(b
)
地
域
国
際
化
協
会
（
国
際
交
流
協
会
）
な
ど
の
翻
訳

(c
)
地
域
の

N
PO
、
外
国
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
通
訳
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
通
訳

(d
)
外
国
語
大
学
や
語
学
学
校
を
は
じ
め
と
す
る
教
育
機
関
の
翻
訳

(e
)
専
門
の
業
者
の
翻
訳

(f
)
そ
の
他
（
自
由
記
載

）

都
道
府
県

政
令
指
定
都
市

市
町
村

総
務
省
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多
言
語
化
の
方
法

○
概
し
て
、
類
型
①
＞
③
＞
②
＞
④
の
順
で
あ
る
が
、
類
型
②
・
④
は

(b
)協
会
や

(c
)ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
／

N
PO
に
よ
る
翻
訳
が
少
な
い
。

（
→
小
規
模
市
町
村
で
は
、
協
会
や

N
PO
／
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
活
動
量
が
少
な
い
、
も
し
く
は
、
連
携
が
強
く
な
い
可
能
性
？
）

【
そ
の
２
】

67
.3

 

43
.6

 

41
.8

 

0.
0 

40
.0

 

21
.8

 

43
.6

 

21
.8

 

12
.7

 

3.
6 

18
.2

 

18
.2

 

57
.3

 

44
.9

 

38
.2

 

3.
4 

27
.0

 

14
.6

 

33
.9

 

20
.0

 

19
.1

 

5.
2 

13
.0

 

23
.5

 

0
10

20
30

40
50

60
70

80
90

10
0

(a
)
自
治
体
内
部
、
自
治
体
自
身
で
の
翻
訳

(b
)
地
域
国
際
化
協
会
（
国
際
交
流
協
会
）
な
ど
の
翻
訳

(c
)
地
域
の

N
PO
、
外
国
人
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
、
通
訳
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
通
訳

(d
)
外
国
語
大
学
や
語
学
学
校
を
は
じ
め
と
す
る
教
育
機
関
の
翻
訳

(e
)
専
門
の
業
者
の
翻
訳

(f
)
そ
の
他
（
自
由
記
載

）

類
型
①

類
型
②

類
型
③

類
型
④

総
務
省
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外務省資料２－１ 

- 1 - 

  外国人受入れと社会統合のための国際ワークショップ 

       －東日本大震災と外国人政策－ 

（概要と評価） 

                              

平成２４年３月１日 

外務省領事局外国人課 
 

 ３月１日，外務省は，明治大学において，明治大学及び国際移住機関（ＩＯＭ）と

の共催により標記ワークショップを開催し，内外の有識者，在京外交団，報道関係者

や一般市民を含め約２４０名が参加したところ，概要は次の通り。なお，冒頭セッシ

ョンで，山根隆治外務副大臣，勝悦子明治大学副学長が開会の挨拶を行い，ウィリア

ム・レイシー・スウィング国際移住機関事務局長が基調講演を行った。 
  
１．ワークショップの概要と評価 

（１）東日本大震災が発生して１年がたとうとしている中で，依然として全国的に大

震災や原発事故の影響が残り，外国人の受入れについても少なからず影響が出てい

る。 

（２）今回の国際ワークショップでは，このような状況を踏まえ，東日本大震災時の

在留外国人への支援と，今後の外国人受入れのあり方の２つのテーマについて討議

を行った。 
（３）第１のテーマについては，大震災発生後外国人への支援を行った内外の実務者

が討論を行った。国際機関の参加も得て，大規模災害時の在留外国人への支援につ

いての経験や教訓を共有することができたのは大変有意義だった。外務省からは，

大規模災害時にフェイスブックの専用アカウントを活用して多言語による情報提供

を行うことについて紹介した。 
（４）また，第２のテーマについては，我が国において少子高齢化や人口減少が進む

一方で，大震災や原発などによる外国人の日本離れが懸念されていることを背景と

して，留学生，高度人材を含め，幅広い視点から討議が行われ，外国人受入れ問題

の重要性や具体的な課題について理解を深めることができた。 
  

２．パネル討論の概要 

（１）テーマ１：「東日本大震災時の在留外国人への支援」（議長：池上重弘静岡文

化芸術大学教授） 

（ア）大震災が在留外国人に与えた影響については，被災地において，外国人同士が

より活発に交流や助け合いを行うようになったことや，外国人による支援が活発に

行われたことが報告された。 
（イ）第２に，震災での経験の共有の重要性について認識が共有された。これまで経

験したことのない複合的な災害について，実際に外国人への支援に関わった関係者

の経験や教訓を共有することができ，将来の大災害に備える上でも大変有意義であ

った。 
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このような観点から，官と民の連携を平時から強化する必要があるとの意見があ

った。また，被災地の国際交流協会の活動がグッドプラクティスとしてとりあげら

れた。政府による外国人支援については，改善すべき点も含め多くの意見が出たが，

外務省と法務省入国管理局が連携してとった施策が好意的に評価された。 
（ウ）第３に，大規模災害への対応における国際協力について，今回のワークショッ

プでは，国際移住機関（ＩＯＭ）や国連人道問題調整機関（ＯＣＨＡ）関係者の参

加も得て，国際的な視点から今回の震災における対応を振り返り，課題について討

議することができた。 
（エ）第４に，多言語による迅速な情報提供については，外国人は情報弱者の立場に

あることから，在留外国人に対してはできる限り多様な手段で，かつ多言語により，

情報提供を行うことが重要である（ＩＴも重要だがホワイトボードへの掲示や口コ

ミも重要）との報告があった。外務省からは，将来の災害に備え，外国人への多言

語による支援を目的としてフェイスブックのアカウントを開設した旨説明した。 
 
（２）テーマ２：「東日本大震災後の外国人の受入れのあり方」（議長：山脇啓造明

治大学教授） 

（ア）震災や原発事故を背景として，日本に留学する外国人の減少が懸念される中で，

「世界に開かれた復興」という政府の理念に基づき，外国人を積極的に受入れるこ

とがますます重要になっているとの意見があった。また，留学生は将来高度人材に

育つことが期待される存在であることから，政府，経済界，教育機関が連携して，

長期的，戦略的に取り組んでいくことが必要であるとの意見があった。同様の理由

から，留学生と高度人材をばらばらにとらえるのではなく，留学生や高度人材も含

む外国人材についての総合的な施策を国を挙げてとる必要があるとの意見もあっ

た。 
（イ）高度人材については，日本政府の取り組みは遅れているとの指摘もあったが，

法務省が昨年末公表した「高度人材に対するポイント制」については，高度人材の

受入れに弾みをつけることが期待されるとの意見もあった。また，高度人材でなく

ても一定の資格や技能を有する外国人を幅広く受入れるべきであるとの意見もあっ

た。 
（ウ）既に日本は多くの日系人労働者を定住外国人として受入れていることから，い

わゆる単純労働者かどうかで受入れを判断するのは現状にあっておらず，抜本的な

見直しが必要との意見もあった。 
（エ）外国人の受入れについては，高度人材かどうかに限らず，日本語や文化の違い

が障害となっているとの意見や，そのような障害を克服する努力が必要との意見も

あった。 
                        （了） 
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外国人受入れと社会統合のための国際ワークショップ 

－大規模災害と在留外国人－ 

（概要と評価） 

                             平成２５年２月６日 

外務省領事局外国人課 
 

 ２月６日，外務省は，大田区民ホールにおいて，大田区及び国際移住機関（ＩＯＭ）との共催，

財団法人自治体国際化協会（クレア）の後援の下，標記ワークショップを開催した（内外の有識

者，在京外交団，報道関係者や一般市民を含め約２００名が参加）。本ワークショップでは，冒

頭，鈴木俊一外務副大臣，松原忠義大田区長が開会の挨拶を行い，スウィング国際移住機関事務

局長が基調講演を行ったほか，有識者，外交団をまじえたパネル討論では活発な議論を行ったと

ころ，概要と評価は以下のとおり。  
  
１．ワークショップの概要と評価 

（１）東日本大震災の傷跡が未だ癒えない中で，他の地域で大規模な震災が発生した場合の対

策の重要性が指摘されている。 

（２）今回のワークショップでは，（ア）大規模災害時の在留外国人への多言語による情報発信

のあり方，（イ）日本に在留する外国人の団体を含む関係機関の連携（パートナーシップ）の

あり方，（ウ）東日本大震災やその後の取組が外国人の受入れと社会統合にとって持つ意味合

いを中心に討議を行った。 
（３）在留外国人への情報提供において，ソーシャルメディアの活用や多言語による情報発信が

重要との報告があった。その上で，やさしい日本語による情報発信や，情報の取捨選択も重要

との意見も出された。また，平時から在京大使館，国，地方自治体及び民間団体による具体的

な連携の枠組みの構築が進んでいることについても認識を共有できたことは極めて有意義で

あった。  
（４）大規模災害時における「外国人への支援」のみならず，「外国人による支援」についての

経験や教訓を共有することを通じて，外国人は災害対策で単に弱者としてとらえられるべきで

はなく，外国人は日本社会に貢献しているとの認識が共有された。 
  
２．パネル討論の概要（議長：竹中歩・米国ブリンメア大学社会学部准教授） 

（１）在留外国人への多言語による情報提供については，緊急時の時間的制約や財政的制約を考慮

して，やさしい日本語による情報提供も重要である，在留外国人に役立つ情報を取捨選択する必

要がある，誤った情報の流布による混乱を避けるために，政府や自治体がソーシャルメディアを

積極的に活用することが重要であるとの意見が出された。 
（２）第２に，国と地方自治体とＮＰＯ等の民間の機関が，平時から連携体制を構築することの必

要性については，クレアより，災害が広域化した場合に備え，全国を６つのブロックにわけ，自

治体間の相互支援体制や国と自治体の連絡体制を平時から構築している等の具体的取組が紹介

された。 
（３）第３に，東日本大震災後の取組として，在日大使館の緊急時の対応計画づくりに自国民コミ

ュニティが参加したり，東日本大震災時にＡＳＥＡＮ地域の在日大使館が連携した事例（フィリ

ピン）や，浜松市などで，外国人住民のイニシアティブによる防災活動が行われており，日本育

ちの日系ブラジル人が防災活動を通じて日本人と外国人コミュニティとの橋渡しとなっている

事例が報告され，地域レベルでの具体的な防災対策の取組を通じた情報共有やネットワークづく
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りを評価する意見が出された。 
（４）外務省からは，（ア）社会統合は，外国人と受入れ社会の双方向の努力を前提とするもの，

（イ）一つの組織だけで大規模災害時の外国人の支援を実施することはできないと発言した。 
（５）最後に，議長より，東日本大震災は，日本人にとって困難な経験を共有することにより，外

国人との共生を考える重要な契機となっており，日本人と外国人の連帯感の高まりを今後どのよ

うに生かしていくかが課題であるとの総括があった。 
                        （了） 
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外国人の子供等に対する
支援施策について
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2,860 
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中等教育学校 17 
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盲・聾・養護学校
13 

10 

17 

26 

特別支援学校 32 

2,886 
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4,895 
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6,171 

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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6,000

7,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度

小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 特別支援学校

（平成22年度まで各年９月１日現在、平成24年度５月１日現在）
出典：文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

※「日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒」とは、帰国児童生徒のほか、本人が重国籍又は保護者の一人が外国籍である等の
理由から、日本語以外の言語を家庭内言語として使用しており、日本語の能力が十分でない児童生徒が含まれる。

３．日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒数/公立学校

(下から)

４．施策～入りやすい公立学校をめざして

外国人がその保護する子を公立の義務教育諸学校に就学させることを希望する
場合には、無償で受入れており、教科書の無償給与や就学援助を含め、日本人と
同一の教育を受ける機会を保障している。

○就学ガイドブックの
作成・配布 ○外国人児童生徒等に対する日本語

指導の充実のための教員配置

○日本語指導者等に
対する研修の実施

あいうえお

○「外国人児童生徒受入れの
手引き」の作成・配付

○情報検索サイト
「かすたねっと」の開設

○日本語能力測定方法
（配付準備中）

○研修マニュアル
（配付準備中）

○自治体の取組を支援する
補助事業の実施

文
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国が示す一定の要件を満たす日本語指導を行う場合には、
「特別の教育課程」を編成・実施することができるようにする。

○ 国際課の進展等に伴い、帰国児童生徒・外国人児童生徒等に対する日本語指
導の需要が高まっている。

○ これを踏まえ、学校における日本語指導を一層充実させる観点から、日本語
指導が必要な児童生徒の在籍学級以外の教室で行われる指導について、「特
別の教育課程」を整備する。

５．日本語指導が必要な児童生徒を対象とした｢特別の教育課程｣の編成･実施

期待される効果

・ 児童生徒一人一人の実態に応じたきめ細かな指導の実現
・ 指導を受けた児童生徒が各教科その他の教育活動に日本語で参加できるようにな ること

・ 地域や学校において日本語指導に携わる関係者の意識の啓発及び指導力の向上

☆ 学校教育の一環として行う日本語指導の全国的な質の担保
☆ 日本語指導が必要な児童生徒が学校において主体的に学び、

希望する進路を選択できる機会の保障

（Ⅰ）指導の内容
児童生徒が日本語を用いて学校生活を営むとともに､学習に取り組むことができるようにすることを目的とする指導。

（Ⅱ）指導の対象とする児童生徒
小学校、中学校、中等教育学校の前期課程、特別支援学校の小学部及び中学部に在籍する日本語指導が必要な
児童生徒。
※ 指導の要否を判断するに当たっては、日本語指導担当教員をはじめ複数人により、児童生徒の実態を多面的な観点から把握・測
定した結果を参考とすることが望ましく、学校長の責任の下で行うこととする。

（Ⅲ）指導者
①日本語指導担当教員（主たる指導者）：教員免許を有する教員（常勤・非常勤講師を含む）
②日本語指導補助者：日本語指導や教科指導等の補助を行う支援者、子供の母語がわかる支援者
※ ②日本語指導補助者は必置ではないが、必要に応じて活用することは有効である。

（Ⅳ）授業時数
年間10単位時間から280単位時間までを標準とする。また、障害のある児童生徒に対して「通級による指導」と併せ
て行う場合は、２種類の指導の授業時数の合計が､おおむね280単位時間以内とする。
※１ 授業時数の１単位時間は、学校教育法施行規則別表に定める小・中学校等の１単位時間（45分又は50分）に準じるものとする。
※２ なお、児童生徒の実態に応じて特別の必要がある場合に年間280単位時間を超えて指導することを妨げるものではない。

（Ⅴ）指導の形態及び場所
児童生徒の在籍する学校における「取り出し指導」を原則とする。ただし、指導者の確保が困難な場合には、他校
における指導も認める。
※ さらに、学校に空き教室がない場合や地理的条件等により学校内に当該指導を行う場所を設けることが困難である場合などのや
むを得ない事情がある場合には、一定の要件の下例外的に、学校外施設における指導も認めることとする。

（Ⅵ）指導計画の作成及び学習評価の実施
対象児童生徒が在籍する学校において、個々の児童生徒の日本語の能力や学校生活への適応状況を含めた生
活・学習の状況、学習への姿勢・態度等の多面的な把握に基づき、指導の目標及び指導内容を明確にした指導計画
を作成し、学習評価を行う。当該計画及びその実績は、学校設置者に提出する。

「特別の教育課程」による日本語指導（案）

６．｢特別の教育課程｣による日本語指導の要件
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○公立学校における帰国・外国人児童生徒等の受入体制・支援体制づくりの推進
○「特別の教育課程」の編成・実施を含めた、日本語指導が必要な児童生徒に対する指導・支援の一層の充実

公立学校における帰国・外国人児童生徒に対するきめ細かな支援事業
平成26年度概算要求額：９８百万円 （前年度予算額：９１百万円）

背景 ＞ 帰国・外国人児童生徒及び日本語指導が必要な児童生徒の背景の多様化

課題 ＞ 対象児童生徒一人一人の実態に応じた、在籍学級の学習活動に日本語で参加できるようにするための
きめ細かな日本語指導
特に対象児童生徒が少数在籍又は散在する地域における、受入・指導・支援体制づくり

公立小・中学校等への就学の機会の保障

・就学相談窓口の設置
・就学ガイダンスの開催
・関係機関と連携した就学案内
（パンフレット等の作成・配布）

公立学校への円滑な受入れ

・初期適応指導教室（プレクラス）の実施
・日本語指導の補助を行う支援員の派遣
・子供の支援や学校と保護者をつなぐための
母語がわかる支援員の派遣

日本語指導の充実

･「日本語能力測定方法」の活用による、児童生徒の日本語能力の把握
（必須実施項目）

･個別の指導計画を作成し、教科学習に日本語で参加できることを目的とした
日本語指導の実施
･日本語指導に活用できる教材の作成

指導・支援体制の充実

・帰国・外国人児童生徒等教育の拠点となるセンター
校の設置
・域内の公立学校に対する巡回指導の実施
・対象児童生徒が少数在籍又は散在する地域におけ
る、指導・支援体制の構築・充実
・地域全体で取組を推進するための協議会の開催

進路保障

・域内の高等学校や公共職業安定所（ハローワーク）
等との連携による、進路ガイダンスの開催
・高等学校における受入体制づくり
（支援員の派遣等）

各地域の取組の実践交流
（担当指導主事等連絡協議会の開催、情報検索サイト「かすたねっと」への資料掲載 等）

目的 ＞ 帰国・外国人児童生徒等に対する
受入れの促進・日本語指導の充実・保護者を含めたきめ細かな支援体制づくり

日本語指導が必要な児童生徒を対象とした
「特別の教育課程」の編成・実施の円滑な導入を目指した指導・支援体制づくり

本事業は、実施主体（都道府県・指定都市・中核市）の取組に対して、総事業費の1/3を上限として予算の範囲内で交付を行う補助事業である。

日本語指導が必要な児童生徒を対象とした「特別の教育課程」の編成・実施（平成２６年４月より施行）

支援メニュー
（各地域の実情に応じて

組み合わせる）

文
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ブラジル人学校等

公立学校

帰国・外国人児童生
徒受入促進事業に
おける初期指導教
室（プレクラス）

日本語等の指導
教室

「虹の架け橋教室」

経済的理
由等によ
り就学が
困難

景気回復等
によりブラジ
ル人学校等
へ就学する
ことも可能 円滑な

転入を
目指す

・景気後退により、不就学・自宅待機となっているブラジル人等の子どもに対して、日本語等の指導や学
習習慣の確保を図るための場を外国人集住都市等に設け、主に公立学校への円滑な転入が出来る
ようにする。
・また、ブラジル人等の子どもを中心としたブラジル人等コミュニティと地域社会との交流を促進する。
・本事業は、平成２６年度まで実施する計画である。

概 要

ブラジル人等の子どものための日本語指導等の実施

○役割：ブラジル人学校等・公立学校にも通って
いない子どもを対象に日本語指導等を実
施。（ブラジル人学校等に在籍する子ど
もも受入れ可能）
また、ブラジル人等の子どもを中心とし
た地域社会との交流事業を実施。

○対象：義務教育段階の子ども等
○期間：原則６ヶ月程度
○場所：外国人集住都市等において実施
○内容：
・日本語指導等を行う教員等

日本語指導や教科指導

・バイリンガル指導員（ブラジル人教員等も含む）
ポルトガル語等の母語指導と教科指導の補助

・コーディネーター等
ブラジル人等の子どもの公立学校への受入促進、地
域社会との交流の促進 等

定住外国人の子どもの就学支援事業
ー 虹の架け橋教室 ー

ブラジル人学
校等に在学中
の子どもに対
する日本語教
育支援等

平成２１年度補正予算額：約３７億円

文部科学省

国際移住機関（ＩＯＭ）
＜「子ども架け橋基金」の設置＞

②申請

拠出金
支出

①周知・公募

地方公共団体等
（外国人集住都市等）

不就学・自宅待機のブ
ラジル人等の子どもの
受入れ
・日本語等の指導
・学習習慣の確保

日本語等の指導教室
「虹の架け橋教室」

③審査・採択
・委託

文
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保
育
所
保
育
指
針
で
は
、
「
生
活
の
中
で
、
言
葉
へ
の
興
味
や
関
心
を
育
て
、
話
し
た
り
、
聞
い
た
り
、
相

手
の

話
を
理

解
し
よ
う
と
す
る
な
ど
、
言

葉
の

豊
か
さ
を
養
う
こ
と
」
と
し
て
い
る
。

【
厚
生
労
働
省
】
就
学
前
の
外
国
人
幼
児
、
保
護
者
へ
の
支
援
に
つ
い
て

児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
認
可
保
育
所
に
入
所
す
る
乳
幼
児
に
つ
い
て
は
、
国
籍
に
よ
る
差
別
は
存
在
せ
ず
、
保
育
の
必
要
な
外
国
籍
の
方
で
も
入
所

す
る
こ
と
が
可
能
。

保
育
所
は
健
全
な
心
身
の
発
達
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
入
所
す
る
子
ど
も
の
最
善
の
利
益
を
考
慮
し
、
そ
の
福
祉
を
積
極
的
に
増
進
す

る
こ
と
に
最
も
ふ
さ
わ
し
い
生
活
の
場
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（
保
育
所
保
育
指
針
よ
り
）

保
育
所
保
育
の
目
的

外
国
人
幼
児
へ
の
対
応

保
育
所
保
育
指
針
に
よ
り
、
子
ど
も
が
「
外
国

人
な
ど
、
自
分
と
は
異
な
る
文
化
を
持

っ
た
人

に
親
し
み
を
持
つ
」
よ
う
、
保
育
士
等
が
、
一
人
一
人

の
子
ど
も
の
状

態
や
家
庭
の
状
況
な
ど
に
十
分
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の

文
化
を
尊
重
し
な
が
ら
適
切

に
援

助
す
る
こ
と
、
子
ど
も
の

国
籍
や

文
化
の

違
い
を
認
め
互
い
に

尊
重
す
る
心
を
育
て
る
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

保
育
士
等
は
、
子
ど
も
が
文
化
の
多
様
性

に
気
付
き
、
興
味
や

関
心
を
高
め
て
い
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
子

ど
も
同

士
の

関
わ

り
を
見

守
り
な
が

ら
、
適

切
に
援
助

す
る
こ
と
、
ま
た
、
子
ど
も
や
家
庭
の
多
様
性
を
積
極
的
に
認
め
、
互
い
に
尊
重
し
合
え
る
雰
囲
気
を
つ
く
り
出

す
こ
と
に
努
め
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

外
国
人
幼
児
の
言
葉
の
問
題
に
つ
い
て

保
育
所
保
育
指
針
で
は
、
子
ど
も
の
発
達
過
程
に
お
い
て
、
お
お
む
ね
３
歳
で
、
話
し
言
葉
の
基
礎
が
で
き
て
く
る
と
し
て
お
り
、
子
ど
も
が
理
解

す
る
語

彙
数
が

急
激
に
増
加
し
、
言
葉
を
交
わ

す
心

地
良
さ
を
体
験
し
て
い
く
時
期
で
あ
る
た
め
、
乳
幼

児
期
の
言
葉

に
対
す
る
感
覚

や
言
葉
で
表

現
す
る
力
を
養
う
こ
と
に
つ
い
て
、

支
援
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

な
お
、
子
ど
も
の
育
ち
や
保
護
者
を
め
ぐ
る
環
境
、
保
育
所
を
め
ぐ
る
環
境
が

様
々

に
変

化
す
る
な
か
で
、
保
育
所
の
役
割
、
機
能
を
再
確
認
し
、
保
育
の
内
容

の
改
善
を
図
る
こ
と
も
重
要
と
認
識
し
て
い
る
。

現
在
策
定
中
の
「
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
保
育

要
領
（
仮
称
）
」
に
お
い
て
は
、
言
葉
の
問
題

も
含
め
て
今
ま
で
以
上

に
小
学

校
と
の
連
携

強
化
が

必
要
と
の

議
論
も
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
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１
Ｑ

 
２
Ｑ

 
３
Ｑ

 
４
Ｑ

 

○
 
外
国
人
登
録
制
度
を
廃
止
し
、
外
国
人
住
民
の
利
便
の
増
進
及
び
市
町
村
等
の
行
政
の
合
理
化
を
目
的
と
し
て
、
外
国
人
住
民

を
住
民
基
本
台
帳
法
の
適
用
対
象
と
し
た
。
（
「
住
民
基
本
台
帳
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
平
成
２
１
年
７
月
１
５
日
に
公
布
。
施
行
期
日
は
入

管
法
等
改
正
法
の
施
行
日
(平
成
２
４
年
７
月
９
日

)。
）

 
 


 
 
外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
票
を
作
成
し
、
各
種
行
政
事
務
の
処
理
の
基
礎
と
す
る
。

 

 
 
外
国
人
住
民
に
係
る
手
続
の
簡
素
化
を
図
る
。

 
 ※
 
関
連
し
て
、
外
国
人
登
録
制
度
を
廃
止
し
、
法
務
大
臣
が
適
法
に
在
留
す
る
外
国
人
に
対
し
て
空
港
等
で
在
留
カ
ー
ド
等
を
発
行
す
る
「
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
及
び
日
本

国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関
す
る
特
例
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
」
も
、
平
成
２
１
年
７
月
１
５
日
に
公
布
。

 

外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
制
度
に
つ
い
て

 

＜
ポ
イ
ン
ト
＞

 

１
Ｑ

 
２
Ｑ

 
３
Ｑ

 
１
Ｑ

 
２
Ｑ

 
３
Ｑ

 
４
Ｑ

 

円
滑
な
導
入

 
準
備
・
運
用

 
国  

運
 用

 通
 知

 

H2
3年
度

 
H2

4年
度

 
H2

5年
度

 

新
制
度
の

 
周
知
・
広
報

 

実
務
研
究
会

 

市 町 村  
シ
ス
テ
ム
改
修

 
運
用
開
始

 
試
験
運
用

 
既
存
住
基
シ
ス
テ
ム
改
修
等

 

仮
住
民
票
の
作
成

 

移
行
に
係
る
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

 

住
民
票
の
作
成
準
備
・
 

住
民
票
へ
の
移
行

 

都
道
府
県
・
市
町
村
等
に
対
す
る
説
明
会
等

 

外
国
人
住
民
に
対
す
る
新
制
度
の
案
内
・
広
報

 

・
中
長
期
在
留
者
（
在
留
カ
ー
ド
交
付
対
象
者
）
、
特
別
永
住
者
（
特
別
永
住
者
証
明
書
交
付
対
象
者
）
 
等

 
住
民
票
を
作
成
す
る
対
象
者

 

住
民
票
の
記
載
事
項

 
・
氏
名
、
生
年
月
日
、
性
別
、
住
所
等
の
ほ
か
、
外
国
人
特
有
の
事
項
で
あ
る
「
国
籍
等
」
、
在
留
カ
ー
ド
に
記
載
さ
れ

て
い
る
「
在
留
資
格
」
「
在
留
期
間
」
等
を
記
載

 

法
務
大
臣
か
ら
の
通
知

 
・
在
留
資
格
の
変
更
、
在
留
期
間
の
更
新
に
よ
り
、
外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
票
の
記
載
事
項
の
修
正
等
が
必
要
な
場
合

に
、
法
務
大
臣
か
ら
市
町
村
長
へ
通
知

 

そ
の
他

 
・
外
国
人
と
日
本
人
で
構
成
す
る
一
の
世
帯
（
複
数
国
籍
世
帯
）
の
正
確
な
把
握
が
可
能

 
・
閲
覧
制
度
、
住
民
票
の
写
し
等
の
交
付
制
度
、
市
町
村
長
の
調
査
権
や
職
権
に
よ
る
住
民
票
の
記
載
の
修
正
、
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

シ
ス
テ
ム
、
住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド
に
係
る
規
定
に
つ
い
て
、
日
本
人
と
同
様
に
外
国
人
住
民
に
も
適
用
 

外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
票
の
作
成

 

政
省
令
・
運
用
通
知

 

 施 行  

７
月
９
日

 

基
準
日
（
５
月
７
日
）

 
●

 

住
基
ネ
ッ
ト

の
適
用

 
 

７
月
８
日

 

総
務
省
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外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
基
本
台
帳
制
度
の
位
置
付
け
（
イ
メ
ー
ジ
）

 

旧
制
度

 
新
制
度

 

在  留  管  理  住  民  行  政  

 【
住
民
基
本
台
帳
制
度
（外
国
人
住
民
）
】 

（
市
町
村
の
自
治
事
務
） 

 ・
外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
票
の
編
成
、
記
録
の
適
正
な
管
理

 
 ・
外
国
人
住
民
に
係
る
住
民
票
へ
の
記
載
の
た
め
の
届
出

 
 ・
各
種
行
政
サ
ー
ビ
ス
へ
の
活
用
（手
続
の
簡
素
化
）
 

（
市
町
村
の
自
治
事
務
）

 
 外
登
法
に
よ
り
登
録
さ
れ
て
い
る
情
報
を

市
町
村
が
各
種
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
活
用

 

事
実
上
、
市
町
村

の
各
種
行
政

サ
ー
ビ
ス
に
活
用

 

基 礎 的 行 政 � � � � �  

提 供 � � 基 盤 � 確 立  

 

【
入
管
法
】
（
国
の
事
務
） 

 ・
外
国
人
の
在
留
の
許
可
 

 
（
在
留
資
格
、
在
留
期
間
）
 

 ・不
法
滞
在
者
の
取
締
り
 

 

【
外
登
法
】
（
市
町
村
の
法
定
受
託
事
務
）
 

 ・
登
録
の
申
請
（
新
規
・
変
更
）
 

 ・外
国
人
登
録
証
明
書
の
交
付

 
 ・外
国
人
登
録
原
票
の
作
成
・
管
理

 

  

 

【
入
管
特
例
法
】
（国
の
事
務
） 

 ・
特
別
永
住
者
の
法
的
地
位
 

 
（
永
住
資
格
等
）
の
安
定
化

 
 ・
特
別
永
住
許
可
（
経
由
事
務
）
（
※
）
 

【
外
登
法
は
新
入
管
制
度
に
集
約
】

 
 各
種
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
活
用
す
る
た
め
の
外
国
人
の

情
報
を
市
町
村
が
把
握
で
き
な
く
な
る

 

在 留 情 報 � 一 元 的 � 正 確 � � 継 続 的 � 把 握  
 

【
新
入
管
制
度
】
（国
の
事
務
） 

 ・
外
国
人
の
在
留
の
許
可
（
在
留
資
格
、
在
留
期
間
）
 

 ・在
留
情
報
の
届
出
（
新
規
・変
更
）
 

 ・在
留
カ
ー
ド
の
交
付
 

 ・不
法
滞
在
者
の
取
締
り
 

 ・住
居
地
の
届
出
（経
由
事
務
）
 

 ・住
居
地
情
報
の
在
留
カ
ー
ド
へ
の
反
映

 

 

【
新
入
管
特
例
制
度
】（
国
の
事
務
）
 

 ・
特
別
永
住
者
の
法
的
地
位
（
永
住
資
格
等
）
の
安
定
化
 

 ・
特
別
永
住
許
可
（
経
由
事
務
）
 

 ・特
別
永
住
者
証
明
書
の
交
付
（
経
由
事
務
）
 

 ・住
居
地
の
届
出
（
経
由
事
務
）
 

 

（
※
）
法
定
受
託
事
務

 
（
※
）

 

（
※
）

 

総
務
省
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市
町
村
Ａ

 

住
民
基
本
台
帳

 

外
国
人

 

 ・
上
陸
許
可
 

・
在
留
カ
ー
ド
交
付
 

空
港
等

 

入
国

 

 ・
氏
名
等
の
変
更
の
届
出
 

・
在
留
資
格
の
変
更
 

・
在
留
期
間
の
更
新
 

転
入

 

在
留
カ
ー
ド
等
の
提
示

 

日
本
人

 
外
国
人

 

入
国
管
理
局
 

国
民
健

康
保
険

 
・
・
・

 

市
町
村
Ｂ

 

転
出
・
転
入

 

住
基
台
帳

 

転
入
通
知

 
住
所
変
更
等
に
伴
う
住
民

行
政
に
関
す
る
手
続
の
簡

素
化
が
可
能

 

住
民
票
の
作
成
、

世
帯
ご
と
に
編
成

 

※
法
務
大
臣
か
ら
通
知

 

※
住
居
地
に
係
る
通
知
等

 

外
国
人
住
民
の
動
き
と
市
町
村
及
び
法
務
省
（
入
管
局
）
と
の
情
報
の
流
れ

 

外
国
人
住
民
は
別
途
市

町
村
へ
の
住
民
票
の
修

正
に
係
る
届
出
が
不
要

 

≪
イ
メ
ー
ジ
≫

 

外
国
人
住
民
は
別
途

地
方
入
管
局
へ
の
住

居
地
の
変
更
に
係
る

 
届
出
が
不
要

 

国
民

 
年
金

 
介
護

 
保
険

 

総
務
省
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   【
 名

 称
 】

 
総
務
省

 外
国
人
住
民
基
本
台
帳
電
話
相
談
窓
口
（
外
国
人
住
基
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
）

 
 【
開
設
期
間
】

 
平
成
２
５
年
４
月
１
日
（
月
）
～
平
成
２
６
年
３
月
３
１
日
（
月
）
 
（
土
日
祝
日
及
び
１
２
月
２
９
日
～
１
月
３
日
を
除
く
。
）

 
 【
お
問
い
合
わ
せ
受
付
時
間
】

 
８
：
３
０
～
１
７
：
３
０

 
 【
業
務
形
態
】

 
高
い
顧
客
対
応
能
力
と
情
報
処
理
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
持
つ
、
電
話
応
対
専
門
業
者
に
業
務
委
託
を
行
っ
て
い
ま
す
。
な
お
、
対
応
者
は
管
理
者
と
オ
ペ
レ
ー
タ
ー
を
合
わ
せ
て
１
０
名
と

し
、
日
本
語
の
ほ
か
、
英
語
、
中
国
語
、
韓
国
語
、
ス
ペ
イ
ン
語
、
ポ
ル
ト
ガ
ル
語
で
の
対
応
を
可
能
と
し
て
い
ま
す
。

 
 【
回
答
可
能
な
範
囲
に
つ
い
て
】

 
平
成
２
４
年
７
月
９
日
に
施
行
さ
れ
た
改
正
住
民
基
本
台
帳
法
の
う
ち
、
外
国
人
住
民
の
住
民
基
本
台
帳
制
度
に
係
る
制
度
の
概
要
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ
に
対
応
い
た
し
ま
す
。

 
（
外
国
人
住
民
の
方
の
個
別
具
体
の
住
民
票
の
記
載
等
に
係
る
お
問
い
合
わ
せ
に
つ
き
ま
し
て
は
、
当
電
話
相
談
窓
口
か
ら
そ
の
方
の
お
住
ま
い
の
市
区
町
村
の
連
絡
先
を
ご
案

内
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
）

 
ま
た
、
市
区
町
村
に
お
け
る
事
務
の
取
扱
い
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ
や
、
窓
口
に
外
国
人
の
方
が
い
ら
し
た
際
の
通
訳
代
わ
り
と
し
て
も
対
応
い
た
し
ま
す
。

 
 【
想
定
し
て
い
る
利
用
者
に
つ
い
て
】

 
外
国
人
本
人
な
ど
住
民
の
方
か
ら
の
制
度
概
要
に
関
す
る
お
問
い
合
わ
せ
に
つ
い
て
対
応
い
た
し
ま
す
。

 
ま
た
、
外
国
人
住
民
の
住
民
基
本
台
帳
制
度
に
関
す
る
業
務
に
従
事
さ
れ
て
い
る
各
都
道
府
県
及
び
市
区
町
村
職
員
の
方
か
ら
の
お
問
い
合
わ
せ
に
つ
い
て
も
同
様
に
対
応
い
た

し
ま
す
。

 

    

外
国
人
住
民
に
関
す
る
住
民
基
本
台
帳
制
度
の
電
話
相
談
窓
口
を
開
設
し
て
い
ま
す
。

 
  

０
５
７
０
－
０
６
６
－
６
３
０
（
ナ
ビ
ダ
イ
ヤ
ル
）

 
０
３
－
６
３
０
１
－
１
３
３
７
（
ＩＰ
電
話
、
Ｐ
Ｈ
Ｓ
か
ら
の
通
話
の
場
合
）
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外
国
人
住
民
基
本
台
帳
電
話
相
談
窓
口
（
外
国
人
住
基
コ
ー
ル
セ
ン
タ
ー
）
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